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阿由葉　真司

1.COP28とグローバル・ストックテイク
　COP29の開催が近づいていているので鮮度
が落ちてしまうが、前回のCOP28の主要論点
であるグローバル・ストックテイクについて取
り上げたい。ストックテイクとは「棚卸し」を意
味する英単語であり、過去からの一連の行動な
どの進捗を評価する際に使われる。気候変動に
おけるグローバル・ストックテイク（GST）とは
各国の温室効果ガス（GHG）排出量の削減実績

の評価を意味する。2015年に締結されたパリ協
定第14条2においてその実施が規定されている
が、それを基にCOP28においてパリ協定批准後
初のGSTが実施された。COP28の決議文3で
は、カーボンバジェット（炭素予算）の考え方に
基づき「2050年ネットゼロを実現するためには、
二酸化炭素（CO2）排出量を2019年比で2030年
43％削減、2035年60%削減することが必要で
あることを認識すべき」ことが明記された。

　世界気象機構（WMO）は2024年6月に「2023年は過去最も熱い年であり、世界の気温は今後５
年の間に産業革命前に比較して一時的に1.5℃を超える」と発表1した。再生可能エネルギーの導
入が世界的に進展するなど脱炭素化政策が積極的に導入されているものの、世界的な温暖化は収
束する気配を見せていない。本稿は世界全体及び主要国の脱炭素化の進捗を概観・評価し、今後
の脱炭素化政策の方向性について論じることを目的とする。

1 WMO 2024年6月5日付プレスリリース “Global temperature is likely to exceed 1 .5℃ above pre-
industrial level temporarily in next 5 years” 参照。

2 パリ協定第14条第2項は「この協定の締約国の会合としての役割を果たす締約国会議は、この協定の締
約国の会合としての役割を果たす締約国会議が別段の決定を行わない限り、最初の世界全体の実施状況
の検討を二千二十三年に行い、その後は五年ごとに行う」（環境省仮訳）と、初回GST開催以降５年毎
にGSTを実施することを明記している。

3 2023年12月13日発表。“Outcome of the f i r s t g loba l s tocktake”の５頁27段落を参照。URLは
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/cma2023_L17_adv.pdf。
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　2030年に43％削減という数字は、日本政府
がコミットしている現行の「国が決定する貢献

（NDC）」の「2030年46％削減」目標と比較す
ると緩い目標水準に見えるが、そうではない点
に留意する必要がある。というのは日本の現行
NDCの基準年が2013年であるからだ。GST
のこの削減目標を日本のNDCに換算すると、
2013年比で2030年に52％削減、2035年では
66％削減に相当する。従って、日本政府は2025
年2月に予定されている次回NDC提出時にはも
う一段踏み込んだ削減計画を検討する必要があ
る。更に、GSTで発表された目標は世界平均で
あり、先進国の一員である日本はこの数字以上
の削減貢献が求められることも予想される。日
本のCO2排出削減の進捗とGSTの目標の関係
を可視化したものが図表１である。
　図表１を見ると日本のCO2排出量は2013年
の1,251百万トンをピークに減少に転じている。
初回NDCは2030年までに2013年比でCO2排
出量を46％削減することを明記している。この

数字が676百万トンである。ピーク値の1,251
百万トンと目標値の676百万トンと結んだ直線
と実績CO2排出量を比較すると、日本の実績
CO2排出量はこの計画線に沿って減少している
ことが分かる。このようにNDC対比では、今の
ところ日本は計画通りに脱炭素化が進んでいる
と言える。しかし、GSTを基にすると、日本は
もう一段踏み込んで脱炭素に取り組む必要がで
てくる。GSTが基準とする2019年時点の日本
のCO2排出量は1,058百万トンであり、これを
基に60％削減された2035年時点のCO2排出量
は423百万トンとなる。また2030年に必要とさ
れるCO2排出量は2019年比43％減の水準であ
ることから603百万トンとなる。これは2013年
を基準年とした初回NDCの2030年目標の676
百万トンと比べると73百万トン低い数値であり、
削減率に換算すると2013年比52％減に相当す
る。現行NDCの2030年目標削減率は46％減で
あるため、追加で6％ポイント削減をする必要が
ある。2013年を基準にすると現在のCO2排出

図表１　日本の実績CO2排出量とGSTを踏まえた必要削減量
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量は20％減となるが、目標達成まであと26％ポ
イントが残される中、更に６％ポイント追加削
減することは容易ではないことが想像できよう。
　GSTの野心的な目標は気候関連財務情報開示
にも影響を与える。特に日本においては、多く
の上場企業が自社の2030年時点のGHG排出量
に係る削減目標を現行NDCの目標と同水準であ
る46％減としているが、この目標値について近
い将来52％減よりも大きい値が課されることが
予想される。企業にとっても追加で６％ポイン
ト以上の削減を2030年までという限られた時間
の中で実現することは野心的と言えよう。

2.主要各国のCO2削減進捗比較
　次に、同じ基準で他国のCO2排出量の削減
評価を行う。2030年の排出目標に関して米国は
2005年基準で50％削減、EUは1990年基準で
55％削減をコミットしている。一方、パリ協定
批准各国が2021年に提出した初回NDCの基準
年は、各国が自国の排出量のピーク年を使うな
ど一致しないため削減進捗の比較は難しい。よっ
て日本のNDC基準年である2013年を基準年と
して米国とドイツのCO2排出量の削減進捗を比
較したものが図表２である。

　図表２の破線で示された各国の2030年の数値
は2013年時点の各国の実績CO2排出量を100
として2030年の目標排出量を指数化したもので
ある。これにより各国の目標排出量が比較可能
となる。具体的には日本の2030年の目標排出
量は54.0となる。欧州のNDCの削減目標はそ
のままドイツの削減目標と同値であるためドイ
ツの2030年目標排出量は55.3、米国の2030年
目標排出量は56.5と表せる。このように2030
年の削減目標の水準は日本、ドイツ、米国共に
2013年基準で換算すると45％減前後であり、各
国ほぼ同水準であることが分かる。
　次に、各国のCO2排出量の削減実績や予想値
を評価する。先ほど説明した図表２の破線は各
国の目標排出量に到達するための計画線と言え、
この計画線（破線）に実績値（実線）や予想値（一
点鎖線）が近ければ近いほどその国のCO2排出
量の削減がNDCと整合していると評価できる。
　まず実線の実績排出量の推移を見ると、日本
やドイツは破線の計画線に沿ってCO2排出量を
削減できているが、米国は2021年時点の実績値
は90.4と計画値（79.5）を大きく上回っている。
次に各国における実績削減率が2030年まで継続
した場合に得られる2030年の削減予想値と目標
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（出所） 統計を基に筆者作成

図表2　米国・ドイツ・日本のCO2排出量削減比較
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値との差異をみると、日本では約５％ポイント、
ドイツは約６％ポイントの目標未達が予想され
る一方、米国では20％ポイント以上の未達が予
想される。特に、CO2排出量で世界第2位の排
出国である米国においてもCO2排出量が減少に
転じていることは、世界全体のCO2排出量の削
減の観点では朗報であるが、NDC目標に対して
未達となることは、パリ目標の実現が更に困難
になることを意味する。

3.世界全体のCO2排出量削減状況
　世界全体のCO2排出量削減はどうなっている
のであろうか。国際エネルギー機関（IEA）が発
表するCO2排出量統計を基に長期的な世界全体
のCO2排出量の推移を示したものが図表3であ
る。2019年及び2020年はコロナ禍の経済活動
低迷により一旦減少に転じたものの、2021年の
世界全体のCO2排出量は経済活動再開もあり増
加に転じ342億トンとなった。しかし長期的に

は世界全体のCO2排出量は徐々に増加幅が縮小
し、2015年以降はほぼ横ばいで推移している。
　2000年から5年毎の世界全体のCO2排出量
増加率の推移をみると、2000年～ 2005年は3.1％
/年、2006年～ 2010年は2.4％ /年、2010年～
2015年は1.1％ /年、2015年～ 2020年は▲0.4％
/年となり、この20年間でCO2排出量の増加
率は大幅に鈍化している。更に、主要排出国の
CO2排出量は減少に転じているため世界全体の
CO2排出量は直近でほぼゼロ成長となっている。
2000年から2005年の5か年の増加率が2021年
まで継続した場合の世界全体のCO2排出量は
448億トンに達し、2021年のCO2排出量の1.3
倍の水準になる。この間、世界全体の名目GDP
は2.8倍に拡大4している。過去20年の世界的
な再生可能エネルギーの導入の積極化などの脱
炭素化努力等により経済活動とCO2排出量のデ
カップリングに成功しつつあることは評価して
も良いであろう。

4 IMF統計を基に筆者計算。

図表3　世界全体のCO2排出量の推移
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4.パリ目標との整合性と潜在的温度上昇
（1）炭素予算
　前節では日本、ドイツ、米国のCO2排出量の
削減度合いをNDCとの比較で評価したが、世界
的にはパリ目標との整合性の観点で評価するこ
とが主流である。この評価の基となる考え方は
炭素予算と呼ばれる炭素排出許容量である。
　気候変動に係る政府間パネル（IPCC）は2100
年時点で気温上昇を1.5度未満に67％の確率で
抑制できる炭素予算は400ギガトン5、50％の確
率で抑制可能な炭素予算は500ギガトンと推計
している6。世界全体の年間GHG排出量は現状
約50ギガトン/年であることから、GHG排出量
が現状水準を維持した場合、図表４で示したよ
うに８年程度で炭素予算を使い切ってしまうこ
とが分かる。このことは踏み込んだ炭素排出量

削減手段を導入しない限り2030年前後に1.5℃
シナリオの達成が不可能になることを意味する。
IPCCは2023年3月に発表した第６次統合報告
書で「1.5℃シナリオ実現にはこの10年が非常に
重要」と発表し、GHG排出量削減に係る一層の
取り組み強化を求めている背景には、こうした
科学的事実がある。

（2）黙示的気温上昇（ITR）スコア
　IPCCは2018年に発表した「1.5℃特別レポー
ト」で、1850年以降の地表温度の変化と1876年
以降の累積CO2排出量の間に比例関係があるこ
とを指摘7している。米国海洋大気庁（NOAA）
も過去80万年に亘る超長期においても大気中の
CO2濃度と気温変化は比例関係にあることを示
唆している8。この気温変化とCO2排出量の間

5 ギガトン＝10億トンを表す。
6 IPCC “Climate Change 2021 , The Physical Science Basis” Summary for Policymakers” 29頁Table 

SPM.2参照。
7 IPCC “1 .5℃ special report” 105頁参照。
8 NOAA “Temperature Change and Carbon Dioxide Change” November 2021参照。

図表4　炭素予算の考え方
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の線形関係を数式で示したものがTCRE乗数で
ある。TCFDのThe Portfolio Alignment Team
は2021年に発表した「Measur ing Por t fo l io 
Alignment: Technical Report 2021」9では、
こ のTCRE10乗 数 が0.000545 ℃ /GtCO2で

あることを紹介している。これは大気中に追
加的に10億トンのCO2が排出されると気温が
0.000545℃上昇することを意味する。
　この乗数と国際エネルギー機関（IEA）が発表
する気候シナリオに基づく世界全体の予想CO2

図表5　日本のNDCに基づくCO2排出量のITRスコア

暦年

IEA NZEシナリオ
整合排出量

暦年

日本NZEシナリオ
整合削減量 （a） 

日本NDC
整合削減量 (b)

CO2排出量 
 (百万トン)

削減率 
(2021=1.00)

CO2排出量 
 (百万トン)

CO2排出量 
（百万トン）

2021 34,175 1.00 2021 1,007 1,007 

2022 32,728 0.96 2022 965 970 

2023 31,280 0.92 2023 922 934 

2024 29,833 0.87 2024 879 897 

2025 28,385 0.83 2025 837 860 

2026 26,937 0.79 2026 794 823 

2027 25,490 0.75 2027 751 786 

2028 24,042 0.70 2028 709 749 

2029 22,595 0.66 2029 666 712 

2030 21,147 0.62 2030 623 676 

2031 19,664 0.58 2031 580 642 

2032 18,181 0.53 2032 536 608 

2033 16,698 0.49 2033 492 574 

2034 15,215 0.45 2034 448 540 

2035 13,732 0.40 2035 405 507 

2036 12,248 0.36 2036 361 473 

2037 10,765 0.32 2037 317 439 

2038 9,282 0.27 2038 274 405 

2039 7,799 0.23 2039 230 372 

2040 6,316 0.18 2040 186 338 

2041 5,684 0.17 2041 168 304 

2042 5,053 0.15 2042 149 270 

2043 4,421 0.13 2043 130 236 

2044 3,790 0.11 2044 112 203 

2045 3,158 0.09 2045 93 169 

2046 2,526 0.07 2046 74 135 

2047 1,895 0.06 2047 56 101 

2048 1,263 0.04 2048 37 68 

2049 632 0.02 2049 19 34 

2050 0 0.00 2050 0 0 

累積 
排出量 12,820 14,833 

累積排出量比較 1.16

炭素予算 435 

TCRE 乗数 0.000545

ITRスコア(℃) 1.8

（出所）IEA World Energy Outlook 2021, IEA統計を基に筆者作成

9 URL は ht tp s : / /www. t c fdhub.o r g / r e sou rce /measu r ing -po r t f o l i o - a l i gnmen t - t e chn i ca l -
considerations/。同レポート76頁参照。2℃ /3,670GtCO2=0.000545と算出される。

10 Transient Climate Responseの略。
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排出量を基に、企業や国のCO2排出量の削減計
画を温度上昇に換算することができる。この指
標は黙示的温度上昇（ITR）11スコアと呼ばれ、
気温上昇を1.5℃以内に抑制するパリ目標との整
合性を評価する指標として活用されている。例
えば、図表5に示したように日本政府のNDCの
ITRスコアは1.8℃となる。1.5℃シナリオに整
合するためには、もう一段階の削減努力が必要
であることが分かる。
　ITRスコアの具体的な計算方法は次の通り。
ここではIEAのNZEシナリオを1.5℃シナリオ
とする。2021年の日本のCO2排出量を基準年
としてNZEシナリオと同じ割合でCO2排出量
が削減されると仮定し、2050年まで各年のCO2
排出量テーブルを作成する。次にNDCに基づく
2050年までの各年のCO2排出量テーブルを作
成する。更にNDCに沿った累積排出量（14,833
百万トン）を求め、NZEシナリオに沿った累積
排出量（12,820百万トン）に対する比率を求める

（1.16倍）。この比率はNZEシナリオに沿った日
本の累積CO2排出量が世界全体の累積CO2排
出量と同じと仮定した場合の世界全体の炭素予
算に対する大きさを表している。炭素予算の設
定は様々な考え方があるが、ここでは435ギガ
トン12とする。日本のNDCに基づく累積CO2
排出量を世界全体の大きさに引き直すと世界全
体の炭素予算の1.16倍に相当するため505ギガ
トンと求められる。この累積CO2排出量を気温
上昇に換算すると0.3℃となる。基準となる気温
上昇が1.5℃であるため日本のNDCに基づく累
積CO2排出量は1.8℃（＝1.5℃＋0.3℃）の気
温上昇と同値と計算される。

（3）ITRスコアでみた世界全体のCO2排出量の
評価

　同じ方法に基づき世界全体のCO2排出量の削
減度合いが導く気温上昇を推測できる。2050年
まで2001年～ 2005年の排出増加率が継続し、
その後一定となる場合をケース１とし、現状の
世界全体のCO2排出量が継続する場合をケース
２として、2100年時点の世界的な気温上昇がど
の程度になるかを計算した。詳細の計算過程は
割愛するが、ケース１のITRスコアは5.4℃とな
り、ケース２のITRスコアは2.8℃ 13となる。
　1.5℃シナリオの実現が強く要請されるように
なった理由として、1.5℃シナリオは2.0℃シナ
リオよりも自然災害を抑制することが可能なこ
とが挙げられる。前述した「1.5℃特別報告書」
では、2.0℃シナリオでは洪水リスクは約3倍に
増加する一方、1.5℃シナリオでは約2倍に留ま
る。2.0℃シナリオではサンゴ礁はほぼ絶滅する
一方、1.5℃シナリオでは70％から90％の消滅
に抑制できると分析している。また1.5℃シナリ
オは2.0℃シナリオよりも150 ～ 250万km²の
永久凍土の消失を回避可能としている。
　しかし、IPCCは1.5℃シナリオを実現できる
場合においても地球環境は甚大な影響を被るこ
とが不可避と予測している。ケース２の気温上
昇が約３℃となる世界で気候変動が経済・社会
に与える影響は図り知れない。この20年間でケー
ス２の様な壊滅的な５℃を越える気温上昇の実
現を回避したことは評価できるが、現時点の削
減努力のみでは非常に高い確率で2.0℃シナリ
オを超える地球環境への甚大な影響が不可避と
なる。

5.化石燃料からの脱却
　気温上昇が約３℃から1.5℃の世界へ移行す
るために必要な手段がCOP28のもう一つの論
点であった「化石燃料からの脱却」である。決

11 Implied Temperature Riseの略。
12 NZEシナリオの2021年から2050年までの累積CO2排出量。排出量はIEA “World Energy Outlook”
（2021）313頁 Table A.4dを参照。

13 計算結果は排出量が横ばいで推移する現行政策シナリオ（CPS）の温度上昇（2.9℃）とほぼ一致する。
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議文では「二酸化炭素排出量を2035年までに
2019年比で60％減削減する」ために必要とさ
れる8つの取り組み14の一つとして「公正かつ
秩序ある公平な方法により、エネルギーシステ
ムにおける化石燃料からの脱却（Transitioning 
way from fossil fuel）を図り、この重要な10年
間に行動を加速させ、科学に則り2050年まで
にネットゼロを達成」15を掲げている。当初案
では「化石燃料の段階的削減（Phase out）」を盛
り込む予定であったが、様々な利害関係者の意
見を反映し、最終的には「化石燃料からの脱却

（Transitioning away）」と「段階的削減」から「脱
却」へ表現が緩められたことは良く知られてい
る。一方、COP決議文の中で、初めて化石燃料
の使用を減少させることを触れた点では評価さ
れている。ここでは化石燃料からの脱却の必要
性について現状のCO2排出量を踏まえつつ解説
することとしたい。
　図表3で世界全体のCO2排出量が横ばいにな
りつつある点を指摘したが、世界的にエネルギー
需要が伸びつつある中、CO2排出量が増加して
いない理由は、主に太陽光発電や風力発電といっ
た再生可能エネルギーの供給量増大によるもの
である。IEA統計によれば2000年台には世界の
エネルギー構成比で数％であった再生可能エネ
ルギーが13.1％まで拡大16している。欧州や米
国、中国など世界的に再生可能エネルギーの助
成策が奏功していると言えよう。また、日本エ
ネルギー経済研究所によれば世界のエネルギー
効率化は年率1％程度17とも言われている。変
化率としては小さいが年1％の削減を10年間続
けると10％程度の削減効果が生まれるのでエネ
ルギー効率化の効果は無視できない。こうした

世界的な脱炭素化努力により世界的な気温上昇
が約5℃の世界から約3℃の世界への移行が可能
になったと言える。
　しかしながら、パリ目標に掲げた1.5℃の世界
を実現するためには、いままでの政策の方向性
を大きく変える必要がある。今までの政策は増
加するエネルギー需要を新規に導入した再生可
能エネルギー等でカバーすることで、現状以上
にCO2排出量を増やさないことを可能とした。
これからは再生可能エネルギーを増やすと同時
に、排出されるCO2の元となる化石燃料に手を
付ける必要がある。これがCOPで議論されてい
る「化石燃料からの脱却」である。
　世界全体のCO2排出量のOECD諸国と非
OECD諸国の割合は32：68であり、世界全体の
GDPを同じ基準で表すと61：3918になる。こ
のようにCO2排出量は経済面でハンデのある新
興国や発展途上国に遍在していることが分かる。
このような国々では安価なエネルギー源として
石炭を主な燃料とする化石燃料発電が主力の電
力源となっている。また、こうした国々では停
電が頻発するなど、エネルギー需給もひっ迫し
ている。更に、こうした国々の発電施設は最近
建設されたものが多く稼働年数が非常に若い施
設が多いことも指摘できる。
　こうした事実を見るだけでも「化石燃料から
の脱却」が容易ではないことが理解できる。発
展途上国にとりエネルギー需給がひっ迫する中、
稼働年数が若い化石燃料発電を止め、コスト高
の非化石燃料発電へシフトすることは、経済的
に大きな負担となることは想像に難くない。積
極的な財政補助もあり再生可能エネルギーの利
用は急速に拡大しているが、現時点では新規で

14 “Outcome of the first global stocktake”の５頁28段落(a)から(h)を指す。筆者訳。
15 同文書５頁28段落(d)参照。
16 IEA統計を基に筆者計算。
17 2024年3月、日本エネルギー経済研究所 Chairman’ s Message “The gap between aspiration and 

reality: The need for Plan B"参照。URLはhttps://eneken.ieej.or.jp/en/chairmans-message/
chairmans-message_202403 .html

18 IMF、IEA統計を基に筆者計算。
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発生するエネルギー需要をカバーする役割を担
うのみであり化石燃料発電を代替するまでには
至っていない。こうした状況を打破するには、
化石燃料発電から非化石燃料発電へのシフトを
経済的に合理化できるほどの財政支援や経済利
得計算の根本を変える炭素価格の導入、または
その二つ政策の同時導入が考えられる。いずれ
の場合でも、いままでとは異なる次元での経済
的な枠組みの変化が必要とされる。

6.今後の脱炭素政策の方向性
　化石燃料からの脱却は世界全体のCO2排出量
を横ばいから減少に転換させ、3.0℃シナリオか
ら1.5℃シナリオに移行するために不可欠な取
り組みである。しかしその実現には、世界的に
主力のエネルギー源である化石燃料発電を止め、
再生可能エネルギーなどの非化石燃料発電に切
り替えることが必須であるが、その難易度はい
ままで推進してきた再生可能エネルギーの導入
以上に高い。こうした状況下、今後の脱炭素化
政策の方向性を考える際に参考になる指針が、
上述した8つの取り組みである。
　この8つの取り組みの一つで注目に値するもの
が「原子力、炭素回収・利用・貯蔵（CCUS）等
の排出削減・除去技術、ゼロ・低排出技術（水素
製造等を含む）の開発加速」19といった、再生可
能エネルギー以外のエネルギー源や、炭素回収
技術や低排出技術の開発加速といったイノベー
ションについての言及である。気候条件等で供
給能力が変動する再生可能エネルギーのベース
ロード電源としての弱点を補う観点で原子力発
電と、一時的に1.5℃を超える気温上昇が発現
する現状において、最終的に1.5℃シナリオを実
現するには炭素回収技術が必須になるという観
点でCCUS等が言及された点は、COPにおいて
も現実的な解を模索しはじめたことと解釈でき、
今後の世界的な脱炭素化政策の方向性を考える

上で、参考になろう。
　一方、化石燃料からの脱却に関しては、石炭
発電に対して補助金停止等といった経済利得の
低下による非化石燃料へのシフトを促す政策に
ついて言及されている程度で、大規模に化石燃
料発電を止め非化石燃料へのシフトさせる具体
的方策について言及がない。この点については
国際的に合意された方向性がなく引き続き大き
な論点になることを示唆している。
　1.5℃シナリオの実現には化石燃料からの脱
却が必須であり、それを実現するには化石燃料
発電を止める経済的合理性をいかに実現するか
がポイントとなる。これが実現できない世界は
3.0℃以上の気温上昇に直面することとなり、そ
の適応のために膨大な経済的コストを払うこと
になる。どちらの方向に向かっても我々人類は
気候変動に関して膨大なコストを負担する状況
に置かれている。既に炭素価格の導入は先進各
国において規定路線となっているが、炭素価格
が途上国も含め世界的に導入できるかは未知数
である。1.5℃シナリオの実現には、特に、途上
国の脱炭素化が重要であり、途上国に経済利得
がある形で化石燃料から非化石燃料へのシフト
を促すか、途上国に対し化石燃料を使用しつつ
もCO2を排出しない方策を経済的にメリットが
ある形で提供できるかにかかっていると考える。
この方策の実現が世界的な脱炭素化を実現する
鍵を握っている。

19 “Outcome of the first global stocktake”５頁28段落(e)を参照。筆者訳。
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◇  告　知　板
7月の時事世論調査

7月 の 時 事 世 論 調 査 に よ る
と、岸田内閣の支持率は15.5％
で前月から0.9ポイント減少し
た。2012年に自民党政権へ復帰
してからの最低値が２カ月続い
た。不支持率は1.4ポイント増の
58.4％。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として7月5日か
ら8日に実施、有効回収（率）は
1,167（58.4％）だった。

この時期の国内の動きは、
日銀、国債購入減額へ：日本

銀行は金融政策決定会合で、長
期国債の買い入れの減額方針を
決定した。植田総裁は「今後１～
２年程度の市場消化状況等をみ
て、具体的な減額計画を決める
方針」と語った（6月14日）。
改正政治資金規正法が成立：

参議院本会議で自民、公明両党
の賛成多数で可決成立した。議
員の罰則を強化したが、実効性
が不十分との指摘もある。野党
の立憲民主党、国民民主党、共
産党に加えて、衆院では賛成し
た日本維新の会も反対に転じた

（6月19日）。
天皇皇后両陛下が訪英：両陛

下は国賓として６月22日から29
日まで英国を公式訪問した。国
際親善のための海外訪問は、昨
年のインドネシア以来で即位後
２カ国目。歓迎行事やチャール
ズ国王夫妻主催の晩さん会等へ
出席された（6月22 ～ 29日）。
旧優生保護法、違憲判決：旧

優生保護法の下、障害などを理
由に不妊手術を強制された人た
ちが損害賠償求めた裁判で、最
高裁大法廷は憲法違反とし国に
賠償を命じた。15人の裁判官全
員が一致した。賠償請求権がな

ターマー党首率いる労働党が大
勝し政権交代が確実となった。
スナク首相は敗北を認め、14年
振りに政権が交代する（7月5日）。
フランス、左派連合が勝利：

フランスで投開票された国民議
会（下院）選挙の決選投票で、左
派野党連合が最多議席を獲得し
て勝利した。過半数を目指した
極右の国民連合（RN）は終盤に失
速し第３勢力にとどまった（7月
8日）。

政 党 支 持 率　自民 党の支 持
率は前月から0.4ポイント減の
16.0％だった。以下、立憲民主
党は1.9ポイント増の6.3％、日
本維新の会は0.3ポイント増の
2.7％、公明党は0.9ポイント減
の2.5 ％、 共 産 党 は0.7ポ イン
ト増の2.3％、国民民主党は0.2
ポイント減の0.8％だった。支
持政党なしは2.7ポイント減の
64.1％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら2.1ポ イ ン ト 増 の
6.5％、「悪くなった」は3.3ポイ
ント減の42.4％だった。時事世
論景気指数は前月から14ポイン
ト増加して59となり、５月と同
値となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は0.8ポイント
増の4.0％、「苦しくなった」は5.1
ポイント減の39.2％となった。

くなる「除斥期間」について「著し
く正義・公平の理念に反し、容
認できない場合は適用されない」
との初判断も示した（7月3日）。
20年ぶりの新札発行：「改刷」

といわれる新紙幣発行が、2004
年以来、20年ぶりに始まった。
新たな肖像は１万円札が渋沢栄
一、５千円札が津田梅子、千円
札が北里柴三郎（7月3日）。
東京都知事選、小池氏が３

選：過去最多の56人が立候補し
た東京都知事選は、現職の小池
百合子氏が３選を果たした。２
番手はSNSで支持を拡大した前
広島県安芸高田市長の石丸伸二
氏、前参院議員の蓮舫氏は３位
となった（7月7日）。

国外では、
Ｇ７サミット開幕：先進７カ

国首脳会議（Ｇ７サミット）がイ
タリア南部プーリア州で開幕し
た。今回は欧州各国が対応に苦
慮しているアフリカからの不法
移民問題も主要議題となってい
る（6月13 ～ 15日）。
露プーチン大統領、訪朝：ロ

シアのプーチン大統領が24年振
りに訪朝、金正恩朝鮮労働党総
書記と平壌で会談した。今回は
金正恩朝鮮労働党総書記の招請
によるもので、直後にベトナム
も訪れる予定（6月19日）。
頼米NVIDIA、株式時価総額

世界首位へ：半導体大手エヌビ
ディアの株価が米マイクロソフ
トを抜いて世界首位となった。
生成AI（人工知能）ブームが続く
中、像処理半導体（GPU）で圧倒
的なシェアを握る基盤企業へ主
役が移行した。時価総額は約3
兆3350億ドル（約526兆円）（6
月19日）。
日本を為替「監視対象」：米財

務省は日本を「監視対象」にする
と発表した。為替相場を自分た
ちに有利になるように操作して
いないかなどを監視の対象とす
るが、日本は毎月実績を公表し
ており「透明性がある」として、
問題視しない姿勢も示した（6月
21日）。
英国、労働党大勝：英下院総
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